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第６章 医療費の適正化の取組                          

 

第１節 現状 

 

１ 特定健診の受診状況  

 

特定健診は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第 20 条の規

定に基づき、医療保険者に義務づけられたもので、高血圧症や脂質異常症、糖尿病その

他の内臓脂肪の蓄積に起因する生活習慣病＊に着目した健康診査として、40 歳から 74 歳

までの被保険者を対象に実施するものです。 

北海道においては、特定健診受診率は伸びているものの、平成 30年度実績では全国の

市町村国保では 37.9％であるのに対し、北海道では 29.5％と全国で４番目に低い受診率

となっており、男女別でも同様の結果となっています。 

受診率が低い要因としては、被保険者の理解不足のほか、制度の周知や受診勧奨の取

組が十分ではなかったことに加え、生活習慣病等の治療のため既に医療機関を受診して

いることから、健診受診に結びつかないことが考えられます。 

なお、平成 30 年度実績による保険者の受診率は上位 14 位までが 60％を超えており、

空知や上川、十勝管内の町村部など、主に農業を中心とした地域の受診率が高い一方、

都市部における受診率が低くなっており、地域において受診率に差があります。 

   

  表 24 特定健診の状況                         （単位：％） 

 
  図 15 特定健診の受診率の全国比較（Ｈ30） 
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  表 25 特定健診受診状況（Ｈ30 上位 10 市町村）                   (単位：％) 

 
２ 特定保健指導の実施状況 

特定保健指導は、特定健診受診の結果、健康の保持に努める必要がある者に対する保

健指導として行うものです。 

北海道における特定保健指導の実施率は、特定健診の受診率と同様に着実に伸びてき

ており、平成 30 年度の全国における実施率は 28.9％であるのに対し、北海道では 34.8％

と全国で 20 位となっています。 

全国の実施率を上回っている状況にありますが、終了者が３割程度に止まっておりま

す。その要因は、特定健診と同様に、被保険者の特定保健指導に対する理解不足のほか、

制度の周知や未利用者への勧奨の取組が十分でなかったことなどが考えられます。 

 

  表 26 特定保健指導の状況                                         (単位：％) 

 
 

  図 16  特定保健指導の実施率の全国比較（Ｈ30） 
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３ 受診率向上に関するこれまでの支援 

 

市町村では、特定健診の受診率を向上させるために、被保険者に対する勧奨や継続受

診のための対策、生活習慣病の一次予防に重点を置いた取組が行われており、40 歳未満

の若年者に対する健診の実施などが行われています。そのような取組や受診率の向上実

績に対し、道特別交付金による財政支援を行っているほか、道としても国の特別調整交

付金を活用し、受診率の向上のための受診勧奨など保健事業の取組を行っています。 

 

４ 医療費通知の実施 

 

医療費通知は、被保険者に医療費の額等を通知することにより、健康に対する認識を

深めてもらうとともに、国保事業の円滑かつ健全な運営に資することを目的とするもの

です。 

通知する内容としては、受診年月（施術年月）や受診者名（施術を受けた者の氏名）、

医療機関等の名称、入院・通院・歯科・薬局・柔道整復術の別、入院・通院・歯科・薬

局・柔道整復術の日数、医療費の額を載せることとしています。 

また、通知回数については、各保険者の必要度及び実施体制等に応じて行うこととし

ています。 

現在すべての市町村で実施されており、平均実施回数は 5.3 回前後と横ばいで推移し

ています。医療費通知の委託状況については、平成 30 年度は 174 市町村（うち 170 市町

村が北海道国保連合会に）が委託しています。 

 

  表 27 医療費通知の実施状況の推移            （単位：市町村数） 

 

 

５ 後発医薬品＊の普及促進 

 

後発医薬品（ジェネリック医薬品）について、厚生労働省では平成 25 年４月に「後発

医薬品のさらなる使用促進のためのロードマップ」を策定し、診療報酬上の評価や患者

への情報提供、医療関係者への信頼性向上のための品質確保等、総合的な使用促進の取

組を進めてきました。国の「骨太方針 2017」においては、令和２年９月までに後発医薬

品の使用割合を 80％以上とし、できる限り早期に達成できるよう、更なる使用促進策を

検討するとしています。 

国保における後発医薬品の普及促進については、厚生労働省の通知により、保険者に

おいて、後発医薬品希望カードの配布や後発医薬品を利用した場合の自己負担額の軽減
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の周知（差額通知）等の取組を行うよう努めるものとされています。 

 

  表 28 後発医薬品使用割合の推移（各年度末）        （単位：％） 

 

 

  表 29 後発医薬品差額通知の実施状況の推移       （単位：市町村、件） 

 
 

 

６ 重複受診や重複投薬への訪問指導の実施状況  

 

同一疾病で受診している医療機関が複数ある場合や同じ月に同一薬剤又は同様の効能

を持つ薬剤を複数の医療機関から処方されるなどの重複受診・重複投薬に関しては、被

保険者に対する保健指導等により適正受診を勧める必要があります。 

なお、平成 30 年度において重複受診者への訪問指導を実施しているのが 88 市町村、

重複投薬者への訪問指導を実施しているのが 60市町村となっています。 

 

  表 30 重複受診者・重複投薬者に対する訪問指導の実施状況の推移 （単位：市町村数） 

 

 

７ 市町村保険者に対する助言 

 

道では、保健事業に対する取組や特定健診及び特定保健指導の実施率が低い市町村に

対し、北海道厚生局と連携の上、実地での助言を実施しています。 

 

 

第２節 医療費の適正化に向けた取組 

 

北海道は、第２章でも記述したとおり、全国の中でも、一人当たり医療費の高い地域で

あり、このことが被保険者が負担する保険料（税）の増加につながるとともに、国保財政

に大きな影響を与えています。 

道としては、各市町村に対して行ってきた医療費の適正化に向けた助言、道特別交付金

による支援、「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」の推進など、必要な支援等に努めま

す。 
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なお、医療費適正化の取組は、国保事業を運営する市町村や道だけでなく、地域の実情

に応じ、医療従事者と住民とが一体となって連携して取り組むことが重要です。 

 

【連携のイメージ図】 

 

 

１ 特定健診受診率、特定保健指導実施率の向上 

 

特定健診及び特定保健指導の実施に当たっては、道民の健康意識を高めるための普及

啓発や未受診者に対する受診勧奨などに、住民や関係団体、行政が一体となって取り組

むことが重要です。道では、これらの取組が、一層効率的かつ効果的に実施されるよう、

全道的な施策や地域の実情を踏まえた支援を行い、受診率や実施率の向上に次のとおり

重点的に取り組みます。 

 

（１）先進的な事例の収集及び情報提供 

道においては、市町村における特定健診の受診率及び特定保健指導の実施率を高め

るため、受診者に配慮した健診の時期や時間帯の設定、継続受診の促進に関する取組

などの先進的な事例を収集し、情報提供を行います。 

 

（２）被保険者に対する広報・普及啓発等 

市町村においては、特定健診の受診率向上のため、健診受診の必要性や受診の仕組

みなどを分かりやすく周知し、未受診者に対する個別勧奨を行うなど、特に受診率が

低い年齢層への取組を進める必要があります。 

道では、広報紙などの媒体を活用した普及啓発とともに、北海道保険者協議会や北

海道国保連合会とも連携した広報活動に取り組みます。 

 

（３）市町村に対する助言及び支援 

道では、道特別交付金を活用し、特定健診の受診率等が向上した市町村に対して交

付金を助成するなど、引き続き受診率向上の取組に対する支援を行うとともに、受診

率が低迷する市町村に対しては、実地での助言を重点的に実施します。 

また、生活習慣病等を治療中で、診療における検査項目に特定健診の項目が含まれ

ている場合は、特定健診を実施したものと同等に扱いますが、市町村と医療機関の間
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で行う特定健診に必要な健診データの受領等について、関係機関の協力を得ながら調

整を行う取組に対して、支援を行います。 

 

（４）個人の予防・健康づくりに向けた自主的な取組、インセンティブの提供 

国においては、「個人の予防・健康づくりに向けたインセンティブを提供する取組に

係るガイドライン」（平成 28 年５月 18日付保発 0518 第１号、厚生労働省保険局長通

知）を示し、住民一人ひとりが自らの健康は自らがつくることを意識づけるとともに、

市町村においては、健診結果を分かりやすく提供することなど健康に対する気付きに

つながる取組が求められます。 

道においては、道特別交付金を活用し、市町村で健診受診等に対してインセンティ

ブを付与する取組が推進されるよう支援を行います。 

 

（５）関係団体との連携 

平成 28 年５月に公益社団法人国民健康保険中央会が取りまとめた特定健診実施状

況調査結果によると、受診率向上に寄与した取組として、特定健診未受診者に対する

個別勧奨のほか、かかりつけ医等による勧奨もあげられていることから、道では北海

道医師会など関係団体からの協力を得られるよう協議を行います。 

また、地域の商工会や農協・漁協など被保険者が所属している団体の協力を得て、市

町村における未受診者に対する受診勧奨を支援します。 

 

２ 保健事業実施計画＊の策定及び推進 

 

市町村が保健事業実施計画（以下「データヘルス計画」という。）を策定することで、

医療機関を受診している被保険者の疾病状況等を把握するなど、優先的に取り組むべき

健康課題を浮かび上がらせ、限りある人的資源がより効果的に投入されることが期待さ

れます。 

道は、北海道国保連合会と連携して、今後すべての市町村において計画が策定される

よう支援するほか、計画の推進に当たっては、国保データベースの有効活用などにより、

生活習慣病の発症予防や重症化予防などの取組が充実するよう助言します。 

 

３ 生活習慣病対策としての発症予防と重症化予防の取組 

 

北海道の医療費の動向を見ると、入院・入院外ともに、循環器系の疾患が上位を占め

ることなどから、生活習慣病対策の充実について、重点的に取り組みます。 

生活習慣病に対処するためには、二次予防（健康診査等による疾病の早期発見及び早

期治療）及び三次予防（疾病が発症した後、必要な治療を受け、心身機能の維持及び回

復を図ること）に加え、一次予防（生活習慣を改善して健康を増進し、疾病の発症を予

防すること）を重視し、青年期・壮年期世代への生活習慣病の改善に向けた働きかけ

や、 更には小児期からの健康な生活習慣づくりにも配慮した取組が求められます。 

また、二次予防や三次予防に係る取組を行うに際しては医療機関からの協力を得るこ

とが必要であり、日ごろから医師会等と情報提供や意見交換を行うなど、連携を取れる

関係を構築することが重要です。 

市町村においては、データヘルス計画に基づき行う生活習慣病の発症予防と重症化予

防を着実に推進することが必要です。 

 

 

（１）一次予防対策 

肥満は、がんや循環器疾患、糖尿病等の多くの生活習慣病と関連があり、食生活や身

体活動の生活習慣の改善により適正体重を維持し、健康を増進することが重要です。 
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また、適切な量と質を確保した食生活の実践等による適正体重の維持や日常におけ

る年間を通じた運動量の確保や運動習慣の定着のための対策のほか、運動の必要性や

効果、具体的な運動方法などについて、情報提供を積極的に行うなどの取組が実施さ

れるよう、道では次のとおり支援を行います。 

ア 北海道国保連合会による保健推進員に対する研修会の実施を支援するほか、北海

道版食事バランスガイドを活用してバランスの取れた食事の普及啓発の取組を進め

ます。 

イ 運動については、市町村等と連携して、その必要性とともに、歩行や体操、冬期で             

も気軽にできるノルディックウォーキング＊などの普及啓発の取組を進めます。 

ウ 高齢者に関しては、インフルエンザや肺炎に罹患することで症状が重篤化する可

能性が高いことから、予防接種を受けることが重要であり、予防接種が進むよう普

及啓発や市町村における実施に関する支援を行います。 

 

（２）二次予防対策 

健診によって異常が認められる場合には、速やかに医療機関への受診が必要な場合

があります。被保険者に対する受診勧奨を円滑に行うため、市町村においては、健診結

果を分かりやすくする工夫を行ったり、健診結果を個別に説明するなどの保健指導や

早期治療につながる対応が必要であることから、市町村の取組の促進を支援します。 

 

（３）三次予防対策 

高血圧や脂質異常症、糖尿病等生活習慣病に罹患した場合は、継続的・定期的に医療

機関を受診し、適切な医療を受けることはもちろんのこと、日ごろから自らの健康状

態を把握することで、自己の疾病の重症化予防を図ることが重要です。 

道においては、市町村における取組が円滑に実施できるよう「糖尿病性腎症重症化

予防プログラム」を策定したほか、市町村の取組状況を情報共有したり、医師会等関係

団体とも連携するなど、市町村の取組に対する協力体制を構築します。 

 

４ たばこ対策 

 

がんや循環器疾患等における生活習慣病の発症予防のためには、最大の危険因子の一

つである喫煙による健康被害を回避することが重要です。 

たばこは、喫煙者の健康被害ばかりでなく、その環境下で育つ子どもたちをはじめと

する非喫煙者にも受動喫煙という形で健康に悪影響を及ぼすことから、受動喫煙を防止

する取組も必要です。 

道においては、北海道健康増進計画「すこやか北海道２１」に基づき、市町村と

連携しながら次の取組を推進します。 

 ・喫煙が及ぼす健康への影響についての普及啓発の推進 

 ・たばこをやめたい人に対するサポート体制の充実 

 ・未成年者の喫煙防止 

 ・妊産婦の喫煙防止と女性の喫煙率低下 

 ・官公庁施設、飲食店その他の多くの人が利用する施設での受動喫煙防止 

 

５ 歯と口腔の健康づくり 

 

歯・口腔の健康は、食事や会話に大きく影響することはもちろん、生涯を通じて、質

の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割を果たしていることから、すべての国民が

生涯にわたって自分の歯を 20 本以上保つことをスローガンとした「8020（ハチマルニ

イマル）運動」が展開されています。 

第２章で示したとおり、すべての二次医療圏域において、歯科疾患にかかるレセプト
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の件数が上位を占めており、歯と口腔の健康づくりが重要な課題となっています。 

このため、市町村では、保育所・学校等において永久歯のむし歯予防効果の高いフッ

化物洗口を推進していますが、道としても、市町村に対する実施手順の提示や、市町村

が学校等で実施する実技研修に対する助言など、必要な支援を行います。 

また、歯周病予防に向け、成人が歯科健診・保健指導を利用できる機会を確保するこ

とが重要であることから、道では、「標準的な成人歯科健診プログラム・保健指導マニ

ュアル」（生活歯援プログラム＊）に基づく、保健指導に重点を置いた歯科健診のモデ

ル実施と、その取組事例等の情報提供をするほか、道民及び地域保健の関係者に対し

て、かかりつけ歯科医を持ち、定期的に歯科健診を受診することの重要性を普及啓発し

ます。 

高齢者については、要介護状態や認知症になっても、住み慣れた地域で療養しながら

生活が継続できるよう、在宅歯科医療も含めた体制の充実を図る必要があることから、

要介護高齢者・認知症高齢者の介護者（家族、介護事業所職員等）からの在宅歯科医療

に関する申込み及び相談窓口機関となる在宅歯科医療連携室を活用し、在宅歯科医療に

おける他職種との連携を促進します。近年、歯や口腔の健康への関心度が低下し、歯周

病やむし歯を放置したり、滑舌の衰え、食べこぼし、わずかなむせ、噛めない食品の増

加など、ささいな「口の衰え」による食欲低下や食事バランス等の悪化が見られる状態

として、オーラルフレイルという概念が提唱されました。このオーラルフレイルに対処

するため、高齢者が適切な歯科治療や定期的な歯科健診を受けたり、介護予防の取組に

参加するよう普及啓発します。 

また、二次医療圏ごとに設置されている保健医療福祉圏域連携推進会議などを活用し

て、口腔ケア対策の取組内容に関する情報を共有し、各市町村における取組を支援しま

す。 

 

６ 重複受診や頻回受診等に係る指導の充実 

 

市町村においては、一つの傷病について同一月内に複数の医療機関を受診するなどの

重複受診者や、同一診療科目を頻繁に受診するなどの頻回受診者に対し、保健師等が受

診内容を分析し、主治医と連携しながら、訪問指導等の取組を進めています。 

  今後も、こうした取組により重複受診等の抑制に努めるとともに、適正な受診に向け

た意識啓発の必要があります。その際には、被保険者にとって受診抑制とならないよう

に留意することも重要です。 

  道においては、今後も都道府県繰入金を活用し、市町村における重複受診者等への訪

問指導等の充実に向けた取組の促進を支援するとともに、先進的な事例を収集し、情報

提供を行います。 

 

７ 適正受診及び適正投薬の推進 

 

疾病の重症化を予防するため、適切な受診が必要であることはもちろんですが、外来

診療を行っていない休日や夜間に緊急性のない軽症患者が病院の救急外来を自己都合で

受診する行為が社会問題化しています。 

医療機関の救急外来などで、こうした受診が増加すると、真に緊急性の高い患者が必

要な治療を受けられなくなることから、こうした事態を防止することが必要です。 

道においては、被保険者に対し、様々な機会を活用して症状の緊急性に応じて適正な

受診についての理解を広めるなど普及啓発に取り組みます。 

また、疾病によって、受診する医療機関が異なる場合がありますが、服用する医薬品

の組合せによっては、重篤な副作用を生じる場合も想定されます。 

道においては、被保険者が「お薬手帳＊」を所持し、受診する医療機関や保険薬局にお

いて提示することで、適切な投薬がなされることにつながることから、関係団体の協力
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第６章 医療費の適正化の取組 

 

を得ながら被保険者に対する手帳の普及啓発に取り組みます。 

 

８ 後発医薬品の使用促進 

 

（１）第１節の５で示したとおり、後発医薬品差額通知が実施されていない市町村がある

ことから、道内国保被保険者の後発医薬品の使用割合を把握し、市町村に対して使用

割合の定期的な情報提供を実施する必要があります。 

道においては、国の目標達成に向けた取組を推進するため、北海道国保連合会と連

携し、後発医薬品の数量シェアを把握し、市町村に対し定期的に情報提供する取組を

行うとともに、後発医薬品差額通知が未実施である市町村に対しては、個別に働きか

けるなど、全市町村での実施に向けて必要な助言を行い、後発医薬品の使用促進に重

点的に取り組みます。 

 

（２）後発医薬品の使用促進のためには、医師や薬剤師など医療関係者の間で、後発医薬

品に関する品質や安定供給、情報提供体制等について、十分な信頼関係を構築するこ

とが不可欠です。 

道においては、後発医薬品の普及について、医療関係者等から理解を得られるよう

関係団体と緊密に連携して取り組みます。 

 

 

第３節 医療費適正化計画との関係 

 

１ 北海道医療費適正化計画との整合性 

 

第３期北海道医療費適正化計画（平成 30 年度～令和５年度）に定める取組との整合を

図ります。 

道及び市町村は、特定健診及び特定保健指導の推進、後発医薬品の利用、差額通知の

促進、訪問指導の充実による重複・頻回受診者への指導、レセプト等の点検の充実強化

など、地域の実情を踏まえた医療費適正化対策を推進します。 
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